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第11章 プロジェクト評価 

11.1 経済評価 

11.1.1 評価の手法 

(1) 総 論 

経済評価を行う主な目的は、可能な限り費用便益分析を適用し国民経済の観点からマスター

プランで提案されたプロジェクトに対する投資効率を検討することである。市場価格は、市場

の歪みを取り除いて経済価格に変換されている（いわゆるシャドウプライス）。財やサービスの

市場が存在しない場合は、機会費用の考え方を用いている。プロジェクトに対する投資効率の

指標として経済的内部収益率（EIRR）が使われている。 

(2) 前提条件 

以下の前提条件に基づいて経済評価を行っている。必要に応じて前提条件を追加している。 

(a) 事業実施ケースと事業未実施ケース 

事業未実施ケースとは洪水対策が既存のシステムで実施されるケースを指す。事業実施ケー

スとはマスタープランで提案された事業が既存のシステムに対して導入されるケースである。 

(b) 評価対象期間 

評価の対象となる期間は、プロジェクトの準備段階から事業の全体終了の時期までを含む。

本件では 2013 年から 2050 年（事業の開始から 38 年間）を評価対象期間としている。 

(c) 標準変換係数（SCF） 

変換係数とは、事業への投入ないし成果にかかる経済価格と市場価格の間の比率である。経

済全体を対象として導出された場合に標準変換係数（SCF）あるいは平均変換係数という。国

境価格が経済価格とみなされるため、SCF は国内価格で表示された財と国境価格で表示された

財を共通の尺度で評価するために適用される。さらに、SERF は定義によりシャドウ・エクス

チェン・ジレート係数（SERF：シャドウ・エクスチェン・ジレートと公定レートの比）の逆

数である。タイ国の SCF は 1 と見積られる。 

(d) シャドウ賃金率係数 

タイ国においては失業率が低いだけでなく低下傾向にあるため、非熟練労働者についてシャ

ドウ賃金率と市場賃金率の比であるシャドウ賃金率（SWRF）は１と推定される。 

(e) 価格水準 

価格水準は 2012 年を基準とする。2012 年以前の価格データはインフレ率データを用いて

2012 年水準に調整する。 

(f)  社会的割引率 

本件経済評価において社会的割引率に 12%が採用される。 

(3) 費 用 

評価における費用については、事業実施ケースと事業未実施ケースを比較し、追加的に発生

する費用を算入する。発生する費用は評価対象期間において各年のキャッシュフローの形で計

算される。以下の項目が費用として検討される。 



主報告書 
第１１章 プロジェクト評価 

チャオプラヤ川流域洪水対策プロジェクト

 

11-2 株式会社建設技研インターナショナル 
株式会社オリエンタルコンサルタンツ 
日本工営株式会社 
株式会社建設技術研究所 

 

(a) 資本費用 

資本費用には、施設や構造物の建設コスト及びコンサルティングサービスにかかる費用が含

まれる。経済評価においては、物理的予備費は算入されるが、物価上昇分は算入されない。 

(b) 維持管理費用 

毎年の維持管理費用が算入される。物価上昇分は算入されない。 

(c) 減価償却費 

減価償却費はその時点で実際に支出されるものではないため、費用として算入しない。 

(4) 便 益 

評価における便益については、事業実施ケースと事業未実施ケースを比較し、追加的に発生

する便益を算入する。発生する便益は評価対象期間において各年のキャッシュフローの形で計

算される。洪水対策事業の便益としては、洪水によって引き起こされる被害の低減・緩和があ

げられる。 
洪水の直接的被害としては、一般的に以下の式により計算される。 

[当該地域の直接被害（Baht）] = [地域の面積（km2）] × [潜在的被害額（Baht/km2）] × 
 [浸水深に対応した被害率] 

潜在的被害額とは、その地域において浸水によって資産に被る被害の最大額である。被害率

は浸水深（m）の関数として想定され、その関数を推定する。被害を引き起こす洪水の発生は

確率事象であることから、計算される被害額は洪水の発生確率に基づく期待値（それぞれの被

害額に、対応する洪水発生確率を乗じて総和を取ったもの）である。本調査では、5 つの異な

る発生確率（2 年、10 年、30 年、50 年および 100 年確率）で洪水解析を実施する。なお、経済

評価では、プロジェクト完了後においても考え得る洪水リスクを踏まえた評価を行う必要があ

るため、破堤を考慮した解析を実施する。 
想定される破堤地点は、以下の条件に従って選定した。 

i) 経済重要地域に直接的な被害を与える河川はチャオプラヤ川とパサック川であることか

ら、チャオプラヤ川とパサック川を対象に破堤を考慮する。 
ii) 2011 年洪水では、比高差の大きい区間に破堤箇所が集中したこと（第 2 章 2.1.4 河川水系

を参照）、また河川水位が高い状態が長く続くほど浸透破壊による破堤リスクは増大する

ことから、河岸と堤防の比高が 2m を超え、かつ、チャオプラヤ川については河川水位が

DHWL を、パサック川については左右堤防高の平均から 50cm 引いた高さを、30 日以上

超える箇所を破堤地点とした。 

洪水確率規模別の浸水図および想定した破堤箇所は、サポーティングレポート（Sector P : 
Economic Evaluation）に記載した。 

 
間接被害について、その見積り方法は被害のカテゴリーごとに異なる。見積りの方法は後の

セクションにおいて実際に計算する際に説明を行う。 

11.2 マスタープランの経済評価 

11.2.1 評価の手法 

(1) タイ国経済の将来展望 

日本で有数の商業銀行である三菱東京 UFJ 銀行では、タイ国経済の中期的見通しを 2013 年 1
月に発表している。これによれば、2022 年までのタイ国の経済成長シナリオは以下のとおりで

ある。 
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(a) 2012 年〜2014 年: 平均成長率は 4.5%〜4.9%の見込みである。 

2012 年の成長率は、2011 年の落ち込みからの反発で 5%台の半ばに上昇していたはずである

が、2013 年は 2012 年の急成長からのリバウンドにより再び低下するであろう。ただし、洪水

対策のための政府投資とともにアセアン経済共同体（AEC）設立の期待から海外直接投資の増

加により成長率は堅調に推移する模様である。他方で、2012 年〜2013 年に実施された最低賃

金の大幅な引き揚げが消費を拡大させ、成長率を下支えするであろう。 

(b) 2015 年〜2018 年: 平均成長率は 4%台の半ばになる見込みである。 

タイ国は、AEC 設立による利点を生かすことによってアセアンの生産センターとしての役

割を強化することになるであろう。消費の拡大とアセアン域内輸出の増加によって成長率は次

第に上昇し、2018 年までには 5%台に達している模様である。 

(c) 2019 年〜2022 年: 平均成長率は 4.0%〜4.4%になる見込みである。 

タイ国は人口オーナスの時期に入り、また中国経済が安定期に移行することの効果が発現す

ることから、成長率は次第に低下して行くであろう。タイ国の労働コストが上昇するため、付

加価値の低い製品の生産は CLM 諸国（カンボジア、ラオス、ミャンマー）にシフトして行く

であろう。輸出は依然として成長の駆動力であるが、その依存度は低下して行く模様である。

他方で、都市化が進展し、かつ一人当たり DGP が 8,000 米ドルに達するため、サービスなど

の成熟産業関連の消費が拡大することにより成長率を引き上げる作用が働くであろう。 
 
【参考】 
英国の経済予測会社である Oxford Economics では、2012 年 5 月 24 日付の“County Economic 

Forecast”において以下のようなタイ国経済の予測を行っている。同社では洪水からの回復後

の数年間について三菱東京 UFJ 銀行が行ったものよりも高い成長率を予測している。 
 

Year 2011 2012 2013 2014 2015 2016 

GDP Growth 
(%) 

0.1 5.3 6.5 5.6 5.4 4.9 

Source: Oxford Economics, "Country Economic Forecast," May 24, 2012. 
 

(2) 洪水被害に関するアンケート調査結果の解析 

(a) 製造業 

2011 年洪水による経済被害を調べるために、洪水被害に遭った 7 工業団地の工場を対象に

アンケート調査を実施し（2012 年 8 月～10 月）、その結果を用いて解析を行った。解析結果及

び評価は以下のとおりとなった。 

(i) 浸水深と資産被害率との関係（全産業） 

アンケート調査から得られた結果のうち、解析に適したデータを用いて、床上浸水深と固

定・在庫資産を含む資産被害率との関係を調べた。被害率が同一浸水深で広くばらつくため、

2 変数間での統計的有意差は見いだせなかった。このことは、決定係数（R2）が固定資産で

0.0042、在庫資産で 0.015 であったことからも裏付けされる。 
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図 11.2.1 浸水深と資産被害率との関係（固定資産） 
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図 11.2.2 浸水深と資産被害率との関係（在庫資産） 

(ii) 浸水深と資産被害率との関係（産業別） 

全産業を対象とした解析では明瞭な関係が見いだせなかったため、以下に示す 5 産業に分

類して浸水深と資産被害率の関係を調べた：I）食品・繊維、II）化学・金属、III）一般機械、

IV）電子機械、V）その他。解析結果から、固定ならびに在庫資産ともに、決定係数の大き

さは統計的有意差を示すまでに達しなかったことが明らかとなった。 

(b) 家計 

製造業と同様に、家計に対する被害分析についても、チャオプラヤ川流域の住民から得たア

ンケート調査結果を用いて実施した（2012 年 8 月～10 月）。解析結果及び評価は以下のとおり

となった。 

(i) 浸水深と資産被害率との関係（全産業） 

製造業で用いた方法と同様に、アンケート調査から得られた結果のうち、解析に適したデ

ータを用いて、床上浸水深と建物・家財を含む資産被害率との関係を調べた。  
グラフ解析より得られた決定係数（R2）は、建物が 0.0994、家財 が 0.1161 で、統計的な

関係はほとんどなかった。 
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図 11.2.3 浸水深と被害率との関係（建物） 
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図 11.2.4 浸水深と被害率との関係（家財） 

(ii) 浸水深と資産被害率との関係（床面積別） 

生活水準別の被害規模を調べるために、一人当たりの占有床面積が生活水準を表わす因子

の 1 つと仮定した。床面積区分は、データの均配を考慮して I）30 m2/人未満、II）30-100 m2/
人、III）100 m2/人超の 3 区分とした。決定係数はある区分では高い値を示したものの、洪水

被害推計に用いるための統計的有意性はなかった。 

(iii) 浸水深と資産被害率との関係（建物階別） 

家屋構造が洪水による被害に影響を与える可能性があるという仮定に基づき、床上浸水深

と資産被害率との相関関係を建物階別（平屋及び 2 階建）に調べた。 
この 2 つの指標間には有意な関係は見られなかったが、2 階建では比較的大きな相関関係

が示された。他方、平屋では負の相関関係を示した。 
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11.2.2 費 用 

費用は経済費用であり、租税などの移転項目は除かれる。以下の項目が経済費用として含まれ

る：（1）建設、（2）エンジニアリング、（3）その他（環境影響評価、事務管理）、（4）物理的予備

費、（5）土地収用、（6）補償、（7）維持管理。（1）〜（6）の資本費用が建設前あるいは建設時に

1 回発生する。維持管理費用については、建設が完了して施設の供用が開始した後に毎年発生する。

資本費用の内訳は下表のとおりである。 

表 11.2.1 経済的資本費用（SCWRM M/P） 
(Unit: Million Baht) 

New Dams 
Retarding 

Area 

River 
Improve- 

ment 
Diversion Channel 

Item Kaeng Sua 
Ten, Nam 
Kheg and 

Mae Wong 
Dam 

Total of  
N1 - N5, C1 

- C8 

Dyke 
Improvement

West 
Diversion 
Channel 

(W1500-1) 

Outer Ring 
Road 

Diversion 
Channel 
(O500-1) 

Flood 
Forecasting 

System 
Total 

1. Construction 41,071 30,564 6,364 119,733 47,908 2,727 248,368

2. Engineering 4,107 3,056 636 11,973 4,791 273 24,837

3. Other (EIA, Adm.) 6,777 5,043 1,050 19,756 7,905 450 40,981

4. 
Physical 
Contingency   

5,196 3,866 805 15,146 6,060 345 31,419

5. Land Acquisition 7,706 1,083 1,800 30,776 18,821 0 60,186

6. Compensation 2,054 0 0 1,910 482 0 4,446

Total 66,911 43,613 10,655 199,294 85,968 3,795 410,236

 

表 11.2.2 経済的資本費用（提案の組み合わせ 1） 
(Unit: Million Baht) 

River Improvement Diversion Channel

Item Dyke 
Improvement 

Ayutthaya 
By-Pass 

Outer Ring Road 
Diversion Channel 

(O500-1) 

Flood Forecasting 
System 

Total 

1. Construction 6,903 9,407 47,908 2,727 66,945

2. Engineering  690 941 4,791 273 6,694

3. Other (EIA, Adm.) 1,139 1,552 7,905 450 11,046

4. Physical Contingency   873 1,190 6,060 345 8,469

5. Land Acquisition 2,646 4,208 18,821 0 25,675

6. Compensation 1,010 66 482 0 1,558

Total 13,261 17,363 85,968 3,795 120,387

 

表 11.2.3 経済的資本費用（提案の組み合わせ 2） 
(Unit: Million Baht) 

River Improvement Diversion Channel

Item Dyke 
Improvement 

Ayutthaya By-Pass
Outer Ring Road 

Diversion Channel 
(O1000-1) 

Flood Forecasting 
System 

Total 

1. Construction 6,903 9,407 68,187 2,727 87,223

2. Engineering 690 941 6,819 273 8,722

3. Other (EIA, Adm.) 1,139 1,552 11,251 450 14,392

4. Physical Contingency 873 1,190 8,626 345 11,034

5. Land Acquisition 2,646 4,208 29,701 0 36,555

6. Compensation 1,010 66 772 0 1,848

Total 13,261 17,363 125,355 3,795 159,774
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11.2.3 便 益 

評価の手法のセクションで述べたように、事業の便益は期待される直接的・間接的被害の軽減で

捉えられる。洪水被害については、以下に製造業、一般家庭、農業、その他の産業、インフラ・公

共のセクターごとに検討を加える。 
 

(1) 製造業セクター 

(a) 直接被害 

(i) 製造業セクターの潜在的被害額 

工場の固定資産（建物、機械、車両、事務機器、什器等）及び在庫資産（原材料、部品、

仕掛品、完成品、転売用商品）を製造業セクターの潜在的被害資産として検討している。 
 

入手データ 

“Factory Data 2011”が工業省製作作業局（DIW）のウェブサイトで入手可能である。この

資料には、各工場の名称、タイプ、所在地、敷地面積、従業員数、その他のデータが含まれ

ている。潜在的浸水被害地域のある 24 の Province には 40,594 の工場が立地している。 
国家統計局（NSO）では"The 2007 Industrial Census"を公表しており、これには 2006 年末時

点での固定資産及び在庫資産（簿価）、さらに従事者数のデータが、各 Province について業種

ごとに集計されている。 
潜在的被害額は、以下のように計算される： 
 
1. “The 2007 Industrial Census”から各 Province 別に業種ごとの従事者一人当たりの固定

資産及び在庫資産の額を算定する。 
2. “Factory Data 2011”に含まれる工場の従事者数に従事者数一人当たりの資産額を乗

じて、その工場の資産額を算出する。 
3. “Factory Data 2011”には、工場の位置データが含まれているため、資産額の位置が

同定され、洪水シミュレーションに利用することが可能となる。 
 
 
計算結果の修正 
上記により求められた工場の資産額は、下記の理由により修正される。 
 
1. 上記で算定された資産額を Province ごとに集計し、“The 2007 Industrial Census”に含

まれている各 Province の実際の資産額の合計と比較する。前者の数字が後者に一致す

るように調整する。 
2. 資産額は 2006 年時点のものであるため、2006 年からの卸売物価の上昇分 1.288 を乗

じて 2011 年価格に調整する。 

表 11.2.4 タイ国の卸売物価指数 

 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 

Wholesale price index (2005 = 100) 100.0 107.1 110.5 124.3 119.6 130.8 137.9

Comparison with 2006 (times) – 1.000 1.032 1.160 1.116 1.221 1.288
Source: World Bank 
Note: Data is availabe for years up to 2011 

 



主報告書 
第１１章 プロジェクト評価 

チャオプラヤ川流域洪水対策プロジェクト

 

11-8 株式会社建設技研インターナショナル 
株式会社オリエンタルコンサルタンツ 
日本工営株式会社 
株式会社建設技術研究所 

 

潜在的被害額の推定結果 

表 11.2.5 に潜在的浸水被害地域（約 35,000 km2）における潜在的被害額を示す。なお、潜

在的浸水被害地域は過去に主要な洪水により実際に浸水した地域を含むように設定されてい

る（図 11.2.5 参照）。 

表 11.2.5 潜在的浸水被害地域の工場資産額 

 

(ii) 被害計算 

直接被害は潜在的被害額に被害率（浸水深の関数）を乗じることで推定される。コンピュ

ーターの洪水シミュレーションにより、潜在的洪水被害地域の 2 km メッシュごとに浸水深が

計算される。これにより、被害がメッシュ単位で計算される。 
 

2km メッシュごとの潜在的被害額 

DIW の“Factory Data 2011”には、各工場の所在地情報が Tambon レベルで含まれている。

Tambon 内で潜在的被害額が一様に分布していると仮定すると、Tambon 内の被害額もメッシ

ュ内で一様に分布していることになる。下図は上記の仮定に基づいて得られたメッシュごと

の潜在的被害額を示す。 
 

Damageable Values (Million Baht) Number Province 
Fixed Assets Inventory Assets Total 

1 Bangkok 458,158 213,011 671,169  
2 Nonthaburi 36,352 15,324 51,676  
3 Pathum Thani 365,725 91,629 457,354  
4 Ayutthaya 244,642 57,851 302,493  
5 Ang Thong 10,192 2,416 12,608  
6 Lopburi 12,830 4,413 17,243  
7 Singburi 10,144 5,471 15,615  
8 Chainat 2,436 1,036 3,472  
9 Saraburi 45,169 14,537 59,706  
10 Samut Prakarn 440,810 196,883 637,693  
11 Chachoengsao 121,789 47,093 168,882  
12 Nakhon Nayok 942 359 1,301  
13 Ratchaburi 1,231 551 1,782  
14 Suphan Buri 7,040 2,296 9,336  
15 Nakhon Pathom 57,889 23,067 80,956  
16 Samut Sakhon 136,800 102,835 239,635  
17 S. Songkhram 334 124 458  
18 Auttaradit 2,146 1,058 3,203  
19 Nakhon Sawan 9,841 2,569 12,410  
20 Uthai Thani 830 160 990  
21 Kampaeng Phet 29 10 39  
22 Sukhothai 1,607 615 2,222  
23 Phitsanu Lok 5,677 1,222 6,899  
24 Phichit 2,499 1,244 3,743  

 Total 1,975,112 785,774 2,760,886  
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床高と被害率 

固定資産及び在庫資産に対する直接被害を推定するために、床高と被害率の 2 つのパラメ

ーターを設定する必要がある。 
床高は、工場に被害もたらさない最大値として定義される。一般的にタイ国民は洪水に慣

れているため、工場の建屋は常習的な洪水による水位（過去の経験から例えば少なくとも 2
年確率）からある程度の高さを持って建てられていると想定される。他方で、幾度も実施さ

れた現場踏査の結果によれば、2011 年の洪水で大きな被害を受けた防護地域（バンコク及び

その周辺の経済地区）内の工業団地では床高が低く、他に比べてより脆弱であると見られる。

従って、床高は、防護地域では 2 年確率洪水による浸水深とし、他の地域では 2 年確率洪水

による浸水深+50 cm と想定した。 
 

 

図 11.2.6 床高の概念図 

 
被害率に関して、聞き取り調査では被害と浸水深との間に明確な関係は見出せなかった。

従って、下表に示す、日本で採用されている被害率を適用する。 
 

表 11.2.6 床高と被害率 

Floor Level Damage Rate* 
Flood Depth over Floor Level 

Protection Area Other Areas 
Damageable 
Value 0-0.5m 0.5-1m 1-2m 2-3m 

Greater 
than 3m 

Fixed Assets 0.232 0.453 0.789 0.966 0.995 Flood inundation 
level of 2-year 
return period  

Flood inundation 
level of 2-year 
return period + 
50cm 

Stocks 0.128 0.267 0.586 0.897 0.982 

*) Source: “Manual for Economic Analysis for Flood Control Projects in Japanese”, Ministry of Infrastructure, 
Land and Transport, Japan  

 
2001 年洪水による直接被害額の推定 

上述の潜在的被害額、床高及び被害率を用いて、直接被害は洪水シミュレーションによる

浸水深から推定される。次表では本件調査で推定した直接被害と工業省が推定したものとを

比較している。 
この表によると、総直接被害額の推定値は 6,440 億バーツであり、工業省による推定値 5,140

億バーツに大変近い値となっている。とくに経済地域（防御地区）のバンコク、ノンタブリ、

パトゥンタニ県での推定値はそれぞれ近い値となっている。したがって、床高や被害率は適

切に設定されたものと考えられる。 
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表 11.2.7 2011 年洪水による直接被害の推定 

Estimated by JICA Study Team (Mil. THB) Estimated by Ministry of Industry (Mil. THB) 
No. Province 

Fixed Assets
Inventory 

Assets 
Total 

7 industrial 
estates 

Others Total 

1 Bangkok 135,123 40,400 175,523 39,100 39,100

2 Nonthaburi 33,768 8,327 42,096 31,200 31,200

3 Pathum Thani 134,925 19,830 154,756 62,900 

4 Ayutthaya 80,686 11,063 91,749 
237,400

91,300 
391,600

5 Ang Thong 478 65 543 1,400 1,400

6 Lopburi 3,445 889 4,335 37,500 37,500

7 Singburi 458 129 587  

8 Chainat 383 97 480 4,400 4,400

9 Saraburi 748 143 892  

10 Samut Prakarn 44,908 12,918 57,825  

11 Chachoengsao 15,829 3,419 19,248  

12 Nakhon Nayok 18 2 20  

13 Ratchaburi 0 0 0  

14 Suphan Buri 862 139 1,001  

15 Nakhon Pathom 24,567 6,041 30,609  

16 Samut Sakhon 42,038 18,340 60,378  

17 S. Songkhram 0 0 0  

18 Auttaradit 5 4 9  

19 Nakhon Sawan 1,158 202 1,360 8,300 8,300

20 Uthai Thani 115 26 141 200 200

21 Kampaeng Phet 989 38 1,026  

22 Sukhothai 142 37 179  

23 Phitsanu Lok 601 84 686  

24 Phichit 526 52 578  

 Total 521,772 122,248 644,020 237,400 276,400 513,800

 
将来シナリオに基づく直接被害の推定 

いくつかの将来開発シナリオに基づく直接被害の推定を下表に示す。 
 

表 11.2.8 将来シナリオに基づく直接被害の推定 

Direct Damages to Manufacture Sector (Mil. THB) Case No. Return Period
Fixed Assets Inventory Assets Total 

Reproduction of 2011 Flood 521,772  122,248  644,020  
2 years 6,327  1,626  7,954  

10 years 155,891  30,764  186,655  
30 years 187,727  36,860  224,587  
50 years 204,844  42,733  247,578  

0-1 
(Without Project) 

100 years 303,341  68,661  372,001  
2 years - - 0  

10 years 138,466  25,952  164,418  
30 years 146,279  28,829  175,108  
50 years 158,943  31,316  190,259  

1-1 
(Master Plan by 

SCWRM) 
100 years 183,827  35,441  219,269  

2 years - - 0  
10 years 145,928  27,384  173,312  
30 years 170,293  32,722  203,015  
50 years 162,888  32,684  195,572  

11-0 
(Proposed 

Combination-1) 
100 years 193,114  37,807  230,922  

2 years - - 0  
10 years 145,511  27,134  172,645  
30 years 161,781  31,617  193,398  
50 years 163,230  32,441  195,670  

11-1 
(Proposed 

Combination-2) 
100 years 188,546  36,587  225,133  
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(b) 間接被害 

EIRR 及びその他の指標の計算のため、間接被害は財務省及び世銀の調査結果に基づき、全

体被害額のうちの比率により推定している。詳細なデータについては、（4）その他のセクター

と間接被害参照。 

(2) 一般家庭セクター 

(a) 直接被害 

(i) 一般家庭セクターの潜在的被害額 

洪水により、家屋と家庭資産に対して直接的な被害が生じる。1 世帯あたりの家屋と家庭資

産額の平均を求め、Department of Provincial Administration（DOPA）が発表しているそのエ

リアの世帯数から、そのエリアの資産額の合計が求められる。 

1 世帯あたりの家屋の平均額 

以下のデータを用いて１世帯あたりの平均家屋建築費を推定した。 

1) NSO による“The 2010 Population and Housing Census”：各 Province の、家屋のタイプ（一

戸建て、アパート、高層マンション等）別、建築材（木造、レンガ）別の家屋数 

2) 財務省による各 Province の、家屋のタイプ別、建築材別の床面積あたり建築費 

3) 内務省による家屋のタイプ別標準総床面積 

4) 関係する Province の都市計画部局によるマンションやアパート等の高層建築物の平均

階数 
 
高層建築物については直接被害を受けるのはその 1 階と想定している。従って、n 階建て

の場合は 1/n に減額している。 
さらに、建築後経過年数の比率はどの年数についても同じと想定し、最終的に減価償却（価

値の減耗分）として 50%を適用している。 
 

1 世帯あたりの家庭資産の平均額 

以下のデータを用いて１世帯あたりの平均家庭資産額を推定した。 

1) NSO による”The 2010 Population and Housing Census”：各 Province の家庭資産（テレビ、

VCD/DVD プレイヤー、パソコン、冷蔵庫、電子レンジ、洗濯機、エアコン、自動車、

オートバイ等）保有率 

2) 商務省による商品の標準価格 

 
高層建築物については直接被害を受けるのはその 1 階と想定している。従って、n 階建て

の場合は 1/n に減額している。 
さらに、購入後経過年数の比率はどの年数についても同じと想定し、最終的に減価償却（価

値の減耗分）として 50%を適用している。 
 

潜在的被害額の推定結果 

上述の資産平均額と世帯数から一般家庭セクターの潜在的被害額を推定した（表 11.2.9 参

照）。 
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表 11.2.9 Province 別一般家庭セクターの潜在的被害額 

Damageable Values (Million THB) 
Number Province 

Number of 
Households House 

Buildings 
Household 

Assets 
Total 

1 Bangkok 2,337,074 564,559 381,232  945,791 

2 Nonthaburi 556,018 168,451 127,497  295,948 

3 Pathum Thani 471,813 131,841 84,800  216,641 

4 Ayutthaya 286,925 81,280 38,737  120,017 

5 Ang Thong 89,282 24,305 17,623  41,928 

6 Lopburi 71,178 20,172 15,009  35,181 

7 Singburi 70,306 21,977 13,918  35,895 

8 Chainat 74,391 22,206 13,457  35,663 

9 Saraburi 100,084 32,134 21,353  53,487 

10 Samut Prakarn 531,985 141,410 87,606  229,016 

11 Chachoengsao 119,656 36,709 23,874  60,583 

12 Nakhon Nayok 19,388 5,849 3,907  9,756 

13 Ratchaburi 24,719 8,138 5,372  13,510 

14 Suphan Buri 134,367 39,128 27,891  67,019 

15 Nakhon Pathom 336,977 112,743 73,062  185,804 

16 Samut Sakhon 240,518 73,702 29,339  103,041 

17 S. Songkhram 7,022 1,791 1,137  2,928 

18 Auttaradit 93,758 25,374 16,200  41,574 

19 Nakhon Sawan 209,380 61,871 38,000  99,871 

20 Uthai Thani 23,773 7,251 4,065  11,315 

21 Kampaeng Phet 526 142 95  236 

22 Sukhothai 135,815 31,030 23,186  54,216 

23 Phitsanu Lok 208,699 59,324 40,568  99,892 

24 Phichit 148,104 35,986 25,937  61,923 

 Total 6,291,756 1,707,370 1,113,866  2,821,235 

 

(ii) 被害計算 

直接被害は潜在的被害額に被害率（浸水深の関数）を乗じることで推定される。コンピュ

ーターの洪水シミュレーションにより、潜在的洪水被害地域の 2 km メッシュごとに浸水深が

計算される。これにより、被害がメッシュ単位で計算される。 
 

2km メッシュごとの潜在的被害額 

DOPA によるデータに Tambon レベルでの世帯数が含まれている。製造業セクターと同様

に、Tambon 内で潜在的被害額が一様に分布していると仮定すると、Tambon 内の被害額もメ

ッシュ内で一様に分布していることになる。図 11.2.5 は上記の仮定に基づいて得られたメッ

シュごとの潜在的被害額を示す。 
 

床高と被害率 

工場のケースと同様に、家屋と家庭資産に対する直接被害を推定するために、床高と被害

率の 2 つのパラメーターを設定する必要がある。 
現地調査によれば、先祖から受け継がれてきた過去の洪水経験から家主は工場主よりも注

意深いためか、家屋の床高は一般的に工場のそれよりも高いようである。そこで防護地域（バ

ンコク及びその周辺の経済地区）内外を問わず、床高は 5 年確率洪水による浸水深+50 cm と

想定した。 
被害率に関して、聞き取り調査では被害と浸水深との間に明確な関係は見出せなかった。

従って、表 11.2.10 に示す、日本で採用されている被害率を適用する。 
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表 11.2.10 床高と被害率 

Damage Rate* 

Flood Depth over Floor Level Floor Level Damageable 
Value 0-0.5m 0.5-1m 1-2m 2-3m 

Greater 
than 3m 

House 
Buildings 

0.092 0.119 0.266 0.580 0.834 Flood inundation level of 
5-year return period 
+50cm Household 

Assets 
0.145 0.326 0.508 0.928 0.991 

*) Source: “Manual for Economic Analysis for Flood Control Projects in Japanese”, Ministry of 
Infrastructure, Land and Transport, Japan  

 
 

2011 年洪水による直接被害額の推定 

上述の潜在的被害額、床高及び被害率を用いて、直接被害は洪水シミュレーションによる

浸水深から推定される。表 11.2.11 では本件調査で推定した直接被害と世銀・財務省が“Post 
Disaster Needs Assessment（PDNA）”において推定したものとを比較している。これによると、

被災世帯数は PDNA によるものと非常に近く、少なくとも上記の床高の設定は妥当と見なさ

れる。一方日本の被害率では PDNA よりも大きめの被害額が計算される。 
 

表 11.2.11 2011 年洪水による直接被害の推定 

Estimated by JICA Study Team Estimated under PDNA 
Direct Damages (Mil. THB) Direct Damages (Mil. THB) No. Province Number of 

Affected 
Households 

House 
buildings 

Household 
Assets 

Total 

Number of 
Affected 

Households
House 

buildings 
Household 

Assets 
Total 

1 Bangkok 994,159  22,302 24,454 46,756 761,725 1,954  14,843  16,797 
2 Nonthaburi 509,095  14,190 16,927 31,117 204,920 654  3,974  4,628 
3 Pathum Thani 243,902  6,270 6,357 12,627 237,394 1,116  4,616  5,732 
4 Ayutthaya 128,323  3,383 2,637 6,020 196,929 1,294  3,835  5,129 
5 Ang Thong 5,638  141 161 303 50,579 263  981  1,244 
6 Lopburi 38,717  1,564 2,177 3,741 33,280 173  645  818 
7 Singburi 5,057  145 145 291 21,078 91  408  499 
8 Chainat 17,802  759 810 1,569 20,088 106  389  495 
9 Saraburi 5,484  162 169 331 23,459 192  455  647 

10 Samut Prakarn 17,088  666 694 1,359 - - - - 
11 Chachoengsao 84  2 2 5 61,780 326  1,198  1,524 
12 Nakhon Nayok 1,414  39 41 81 19,942 199  386  585 
13 Ratchaburi 0  0 0 0 - - - - 
14 Suphan Buri 30,113  807 907 1,713 84,841 418  1,645  2,063 
15 Nakhon Pathom 132,953  4,097 4,202 8,299 89,571 358  1,737  2,095 
16 Samut Sakhon 56,188  1,781 1,520 3,300 19,378 31  378  409 
17 S. Songkhram 0  0 0 0 - - - - 
18 Auttaradit 3,558  264 273 537 - - - - 
19 Nakhon Sawan 86,161  2,357 2,328 4,685 51,411 396  1,005  1,401 
20 Uthai Thani 10,646  309 302 611 4,440 23  86  109 
21 Kampaeng Phet 9,846  305 412 717 - - - - 
22 Sukhothai 6,202  438 436 875 - - - - 
23 Phitsanu Lok 22,732  728 1,020 1,748 10,946 44  212  256 
24 Phichit 21,197  475 544 1,019 14,826 63  287  350 
 Total 2,346,359  61,184 66,518 127,702 1,906,587 7,701  37,080  44,781 

 
 

将来シナリオに基づく直接被害の推定 

いくつかの将来開発シナリオに基づく直接被害の推定を下表に示す。 
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表 11.2.12 将来シナリオに基づく直接被害の推定 

Direct Damages to Households (Mil. THB) 
Case No. 

Return 
Period 

Number of 
Affected 

Households
House 

buildings 
Households 

Assets 
Total 

Reproduction of 2011 Flood 2,346,359 61,184  66,518  127,702  
2 years - - - 0  

10 years 230,469 6,749  6,556  13,305  
30 years 418,839 13,477  16,078  29,555  
50 years 521,828 18,437  22,713  41,150  

0-1 
(Without Project) 

100 years 656,637 24,187  28,961  53,148  
2 years - - - 0  

10 years 22,969 799  732  1,531  
30 years 197,678 5,891  5,584  11,475  
50 years 292,421 8,718  8,635  17,352  

1-1 
(Master Plan by SCWRM) 

100 years 383,362 11,405  11,702  23,107  
2 years - - - 0  

10 years 96,435 2,832  2,692  5,524  
30 years 270,240 8,241  8,354  16,594  
50 years 306,706 9,433  9,821  19,255  

11-0 
(Proposed Combination-1) 

100 years 436,994 13,768  15,872  29,640  
2 years - - - 0  

10 years 77,137 2,262  2,148  4,410  
30 years 245,635 7,520  7,598  15,118  
50 years 296,099 9,091  9,436  18,527  

11-1 
(Proposed Combination-2) 

100 years 409,633 12,632  14,238  26,869  

 

(b) 間接被害 

一般家庭セクターの間接被害については EIRR 及びその他の指標の計算のため、財務省及び

世銀の調査結果に基づき、全体被害額のうちの比率により推定している。詳細なデータについ

ては、（4）その他のセクターと間接被害参照。 
 

(3) 農業セクター 

2011 年洪水による農業への被害は、当初 100 年確率よりも大きい洪水の発生がもたらすと想

定された被害額に比べてかなり小さい。これは、MOAC や RID が洪水発生の何年も前から行っ

ていた作付指導の効果によるものである。しかしながら、農家が保有するトラック、農業機械

や養殖魚に対する被害は避けられなかった。そうした避けられなかった被害は、農民一人当た

りの平均で 1,500 バーツと推定される。 
北部の Province では農家１世帯あたりの年収は 24 万 9 千バーツ、南部で 38 万 1 千バーツと

推定されており、洪水の被害は農家所得の 0.4〜0.6%程度と見込まれる。これは、大規模な洪水

であったにもかかわらず、その被害は毎年発生する生産高の変動程度内に留まっているという

ことである。農業機械、生産物加工機械、脱穀機等の一部の被害が未だに公表されていない点

に留意する必要があるが、そうした被害を考慮しても、農家１世帯あたりの年収の数パーセン

トにすぎない。 
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表 11.2.13 洪水による農業被害総額 

(Unit: Million Baht) 
Category 

 
Area 

Annual 
Crop 

Fruit 
Trees 

Other 
Tree Crop

Livestock
Inland 
Fish 

Culture 

Agri. 
Prod. 

Facilities

Farmland 
Rehabili- 

tation 
Total 

Northern CP 488 931 31 44 436 1,445 552 3,927
Central CP 1,465 7,509 254 236 415 2,590 401 12,870
Total 1,953 8,440 285 280 851 4,034 953 16,797
(Share) (11.6%) (50.2%) (1.7%) (1.7%) (5.1%) (24.0%) (5.7%) (100.0%)

 Source: Ministry of Agriculture and Cooperatives 
 (Notes) 
 Annual Crop: maize, cassava, sugar cane, etc. 
 Fruit Trees: banana, mango, etc. 
 Other Tree Crop: oil palm, para-rubber, etc. 
 Livestock: cattle, swine, poultry, etc. 

 

(4) その他のセクターと間接被害 

財務省および世銀が実施した 2011 年洪水の調査結果が下表に取りまとめられている。製造業

と一般家庭の直接被害額は全直接被害額の 88.8%、直接＋間接被害額の合計は全被害額の 76.5%
に上り、これらが 2011 年洪水の大部分を占めていることが分かる。その他の産業では、観光業

がタイで重要な産業であるが、直接被害は 0.8%で、間接被害も 11.3%である。製造業、一般家

庭、農業を除いたその他のセクターの合計は、直接被害で 10.3%、間接被害で 28.8%に留まる。 
 

表 11.2.14 2011 年洪水の被害 

                                                                    (Unit: Million Baht) 
 Direct Damage Indirect Damage Total 

Infrastructure        
Water Resources Management  8,715 1.4% - - 8,715 0.6% 
Transport  23,538 3.7% 6,938 0.9% 30,476 2.1% 
Telecommunication  1,290 0.2% 2,558 0.3% 3,848 0.3% 
Electricity  3,186 0.5% 5,716 0.7% 8,901 0.6% 
Water Supply and Sanitation  3,497 0.6% 1,984 0.2% 5,481 0.4% 
Productive        
Agriculture, Livestock and Fishery  5,666 0.9% 34,715 4.4% 40,381 2.8% 
Manufacturing  513,881 81.5% 493,258 62.0% 1,007,139 70.6% 
Tourism  5,134 0.8% 89,673 11.3% 94,808 6.7% 
Finance & Banking  - - 115,276 14.5% 115,276 8.1% 
Social        
Health  1,684 0.3% 2,133 0.3% 3,817 0.3% 
Social  - - - - -  -  
Education  13,051 2.1% 1,798 0.2% 14,849 1.0% 
Housing  45,908 7.3% 37,889 4.8% 83,797 5.9% 
Cultural Heritage  4,429 0.7% 3,076 0.4% 7,505 0.5% 
Cross Cutting        
Environment  375 0.1% 176 0.0% 551 0.0% 
TOTAL  630,354 100.0% 795,191 100.0% 1,425,544 100.0% 

Source: Ministry of Finance, Royal Thai Government and World Bank, "Thailand Flooding 2554 Rapid 
Assessment for Resilient Recovery and Reconstruction Planning 
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11.2.4 EIRR の計算 

製造業セクターと一般家庭セクターの直接被害以外の被害について、財務省・世銀調査の結果か

らそれぞれの被害の比率（%）を用いて推定し、さらに、以下の想定をして、EIRR その他の指標

の計算を行っている： 

・ 資産は経済成長に応じて増加すると見込んでいる。そのため、便益は GDP 予測が行われてい

る 2022 年までの間 GDP 成長率で増加させている。 

・ 3 年間の調査および設計の後、整備期間において工事の進捗に応じて便益が発生する。 

EIRR とその他の指標の計算結果は下表のとおりである。 

表 11.2.15 計算結果のまとめ 

Case EIRR 便益/費用（B/C） 
純現在価値（NPV）  

(Billion Baht) 
SCWRM M/P 13.0% 1.08 20.46 
提案の組み合わせ 1 29.3% 2.68 137.21 
提案の組み合わせ 2 24.6% 2.17 127.24 

 

11.2.5 感応度分析 

便益ないし費用が変化した場合のいくつかのケースについて感応度分析を行い、その結果を下表

にまとめた。基のケースでの数値が高いため、一定程度の不利な変化（便益の減少ないし費用の増

大）によっても原則として高い数値を維持している。費用増加のケースに比べて、便益減少のケー

スの方が数字の悪化が大きいことに留意すべきである。 
 

表 11.2.16 感応度分析（SCWRM M/P） 

Case IRR 便益/費用（B/C） 
純現在価値（NPV） 

(Billion Baht) 

便益 10%減少 9.1% 0.72 -68.22 
便益 20%減少 7.3% 0.53 -114.02 
費用 10%増加 11.8% 0.99 -4.04 
費用 20%増加 10.8% 0.90 -28.54 

 

表 11.2.17 感応度分析（提案の組み合わせ 1） 

Case IRR 便益/費用（B/C） 
純現在価値（NPV） 

(Billion Baht) 

便益 10%減少 21.7% 2.12 91.38 
便益 20%減少 17.9% 1.71 58.31 
費用 10%増加 27.1% 2.43 129.03 
費用 20%増加 25.2% 2.23 120.84 

 

表 11.2.18 感応度分析（提案の組み合わせ 2） 

Case IRR 便益/費用（B/C） 
純現在価値（NPV） 

(Billion Baht) 

便益 10%減少 18.7% 1.72 77.84 
便益 20%減少 15.4% 1.39 42.21 
費用 10%増加 22.6% 1.97 116.35 
費用 20%増加 21.0% 1.81 155.47 
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11.3 環境社会配慮 

11.3.1 評価対象プロジェクト概要 

(1) 名 称 

1) アユタヤバイパス水路 
2) 外郭環状道路放水路 
3) チャオプラヤ川下流堤防整備 
4) タチン川流域堤防整備及び捷水路 

 

(2) 目 的 

タイにおける効果的な洪水対策については様々な検討を経て、産業拠点が集中するチャオプ

ラヤ川下流域を洪水から防御する経済的かつ効果的な手段として、他の構造的・非構造的対策

と合わせチャオプラヤ川流域にて上記(1)に示したアユタヤバイパス水路ならびに外郭環状道

路放水路建設と下流域の堤防整備が、またタチン川下流域での堤防整備と捷水路建設をするこ

とが提案された。本項では、これらについて環境ならびに社会面からの評価を実施する。 
 

11.3.2 環境社会配慮を要する活動 

水路建設事業で環境社会配慮を要する活動は下記のとおり。 
 
1) 水路工（土工、道路工、ライニング、土地改良） 
2) 施設工（道路橋、水門） 
3) 護岸工（盛土） 
4) 堤防工（低防壁、嵩上げ） 
5) 資材運搬（トラック操業） 
 
これら必要とされる工事概要を表 11.3.1 に示す。 
 
 

表 11.3.1 工事概要（水路工、施設工、護岸工、堤防工） 

建設物 工種 説明 主要機械 

土工 掘削、土廃棄、堤防 バックホー、ブルドーザ 

道路工 
基礎(上下僧路盤), 仕上げ  
(アスファルト路面) 

モーターグレーダー、 振動ロー

ラ、タイヤローラ、 アスファル

トフィニッシャ 

水路 

ライニング コンクリート仕上げ コンクリミキサー車、クレーン 

道路橋 通行用跨道橋 
コンクリミキサー車、クレーン、

杭打ち機 
施設 

水門 取・排水口での設置 
ユニック車、バックホー、ブル

ドーザ、 杭打ち機、バイブロハ

ンマー 

護岸 盛土 護岸建設のための埋立 
バックホー、ブルドーザ、スク

レーパー 

堤防壁 パラペットウォール据付 
バックホー、ブルドーザ、コン

クリミキサー車、クレーン 堤防 
嵩上げ 余裕高確保のための嵩上げ コンクリミキサー車、クレーン 
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11.3.3 プロジェクト及び環境評価のカテゴリー 

タイ国では、関連法1が定める 34 事業で環境影響評価（EIA）の実施ならびに国の審査を求めて

いる。しかしながら、現行法の下ではバイパス水路や放水路、堤防整備は EIA 対象外になっている。

他方、プロジェクトでは主に建設工事が環境影響をもたらす可能性がある。また、事業予定地に住

む住民や家屋が他所に移転を余儀なくされることも考えられる。従って、これら条件を勘案すると、

JICA 環境社会配慮指針に準拠する初期環境調査（IEE）を実施し、環境社会影響を調査することが

必要であるとの結論に至った。 

11.3.4 事業対象地の概要及び調査対象 

(1) アユタヤバイパス水路 

事業対象地域は、プラナコン・シ・アユタヤ（アユタヤ）市北部及びバンサイ南部でともに

チャオプラヤ川右岸と交差する国道 347 号の西側に位置し、その大部分は平坦な農耕作地帯で

ある。家屋は、計画バイパス水路が途中で交差する幹線道路（3263 号線）等、数カ所で散見さ

れるがその数は多くない。工業団地等、主要な商工業地はチャオプラヤ川左岸で展開している。

また、当地においては少数民族、国立・自然公園、特筆すべき生態系、歴史的建造物は分布し

ていない。なお、計画バイパス水路は農耕地を縦横する 14 既設用水路及び 2 自動車道路とも交

差する。 

(2) 外郭環状道路放水路 

事業対象地域は、プラナコン・シ・アユタヤ（アユタヤ）県 バンパイン工業団地南部のチャ

オプラヤ川左岸を起点とし、東部外環状道路（国道 9 号）東側をほぼ並行南下、スワンナプー

ム空港東側を抜けクロン・ダンでタイランド湾に到達する、全体を通じて水田と社会活動集積

地（住居、商工業施設、学校等）が広がる低地帯である。主に上流部には社会活動集積地が、

下流部は水田・低湿地が占めているが、近年バンコク東部は開発が進み下流部も経済活動拠点

へと変容している。当地においては少数民族、国立・自然公園、特筆すべき生態系、歴史的建

造物は分布していない。また、地域全体が低湿地であるため、計画放水路近傍の所々に沼、た

め池、水路があり、その周辺の小規模灌木林とともに、地域の生態系を形成している。なお、

計画放水路は、事業対象地内で既存の 14 幹線道路、2 鉄道、及び 85 水路と交差する。 

(3) チャオプラヤ川下流堤防整備 

堤防整備の対象地域は、河口から上流約 100 km 地点までのチャオプラヤ川下流域である。本

地域は商工業が集積するチャオプラヤデルタに位置する。バンコク都ならびにその都市圏が対

象地域のほとんどをカバーしている。プロジェクトが特に用地取得を要することはないと考え

られるが、それは作業の大部分が既存の堤防壁（0-60 km 地点、BMA が建設）及び二線堤（DOH
が建設）の余裕高確保のための嵩上げであるためである。また、全ての作業域は RID や関係機

関の ROW 内にある。アユタヤバイパス水路と同様に、当地においては少数民族、国立・自然

公園、特筆すべき生態系、歴史的建造物は分布していない。 

(4) タチン川流域堤防整備及び捷水路 

タチン川は、チャオプラヤ川の分流の一つでタイ中央平原を流れる。本プロジェクトにおい

ては、堤防整備は河口部の左岸側から Bunlue 水路合流点まで及び Bunlue 水路南側が対象であ

る。捷水路は、この堤防整備工事範囲内に導入される。対象区域には、寺院や家屋、商店など

が散見される。ほとんどの用地が農業利用されている。人口密集地域は河口部のみである。対

象区域内のタチン川は、6 幹線道路と 1 鉄道と交差する。タチン川は、水上交通、灌漑、給水、

余暇のみならず、排水場としても機能し多目的利用されている。 
 

                                                      
1 The Enhancement and Conservation of National Environmental Quality Act (NEQA) of B.E. 2535 (1992) 
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11.3.5 自然環境配慮 

(1) 共通事項 

施工中は工事車両や建設資機材による騒音・振動、運搬車両による交通量の増加が考えられ

る。また、掘削工事を伴うため、掘削土等の建設副産物処理も課題となる。工作物供用時は、

水環境では地表水（土砂による濁り）及び地下水（水位）、土壌環境（地形・地質、地盤沈下）、

景観への配慮が求められる。事業対象地域の大部分が二次林及び水田（農耕地）で占められて

いることから、希少動植物への影響は少ないと考えられる。ただし、掘削による土壌生物への

影響は考慮を要する。 

(2) アユタヤバイパス水路 

事業対象地付近は、近傍の国道 347 号以外に大型構造物がないため、バイパス水路供用後の

景観に影響を与えることが危惧される。 

(3) 外郭環状道路放水路 

タイ湾（排水部）からの塩水遡上により、放水路内水または土壌の塩水化の懸念がある。事

業対象地には様々な構造物が存在するものの、放水路供用後の景観には配慮することが必要で

ある。 

(4) チャオプラヤ川下流堤防整備 

特筆すべき配慮項目はない。 

(5) タチン川流域堤防整備及び捷水路 

アユタヤバイパス水路と同様に、工事後の景観が一部住民との間で課題となる可能性がある。

捷水路建設が河川長さを圧縮し、タイ湾からの塩水がより上流域に遡上することが懸念される。 

11.3.6 社会環境配慮 

(1) 共通事項 

分放水路ならびに建設工事用車両道路のための用地取得や確保が必要となる。また、事業対

象地域は水田地帯に拡がるため、農業生産機会の損失のための補償への考慮も求められる。既

存幹線道路等との交差部では、所轄官庁との調整も要する。事業対象用地内に分散する家屋に

対する移転や補償については、交渉を円滑に進めるため入念な家計調査とタイ国法規則に準じ

た補償交渉が必要となる。 

(2) アユタヤバイパス水路 

事業計画地の大半が農耕地であるにもかかわらず、80 家屋以上が移転対象となる可能性があ

る（図 11.3.1 及び図 11.3.2 を参照）。 

(3) 外郭環状道路放水路 

事業の影響を受ける家屋数または人数（PAPs）は、設定後の流下能力により変化することが

予測され、推定影響家屋数は約 600 軒（500 m3/s）もしくは約 900 軒（1,000 m3/s）である。既

存構造物との交差部が、事業対象地域全体に広がっている（図 11.3.3 及び図 11.3.4 を参照）。 

(4) チャオプラヤ川下流堤防整備 

計画地域では既に事業が開始されており、新たな用地取得がないため、住民の非自発的移転

は生じないと考える（図 11.3.5 参照）。 

(5) タチン川流域堤防整備及び捷水路 

堤防壁導入では、河口部の幾つかの家屋が移転対象となる可能性があるものの、影響住民数

は不明である。その他の地域では殆ど影響がないと考えられる（図 11.3.6、図 11.3.7 参照）。 
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図 11.3.1 事業対象地域（全体） 
-アユタヤバイパス水路- 

Sta. 150km

House Dense 
Area

Sta. 150km

House Dense 
Area

 

図 11.3.2 事業対象地域 
（家屋密集地区） 

  

 

Outer Ring Road
Diversion 

 

Outer Ring Road
Diversion Channel

Intersection

Outer Ring Road
Diversion Channel

IntersectionIntersection

 

図 11.3.3 事業対象地域（全体） 
-外郭環状道路放水路- 

図 11.3.4 事業対象地域（下流域） 
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図 11.3.5 事業対象地域（全体） 
-チャオプラヤ川下流堤防整備- 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図 11.3.6 事業対象地域（捷水路） 
-タチン川流域堤防整備及び捷水路- 

 

図 11.3.7 事業対象地域 
（河口部人口密集地） 

-タチン川流域堤防整備及び捷水路- 
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Gulf of Thailand 
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11.3.7 自然環境及び社会環境に対する影響要因 

地域特性を考慮すると、2 つのプロジェクトが自然環境ならびに社会環境に与える影響は僅かで

あると考えられる。しかしながら、表 11.3.2 に示す項目については何らかの対策が必要であると考

える。 

表 11.3.2 自然環境及び社会環境に対する影響要因 

プロジェクトステージ 工事前/工事中 供用時 

水路 
工種 施設工 

掘削工 堤防工 
運用 

自然環境配慮 
粉じん ○ - 
騒音・振動 ○ - 大気質 
悪臭 - ○ - ○ 
水質汚濁 ○ ○ 

表層水 
塩水遡上 - ○ 
水位 - ○ - ○ 

水質 
地下水 

塩類化 - ○ 
地形・地質 ○ ○ 

土壌環境 
地下水位低下による地盤沈下 ○ ○ 

生態系 (動植物) ○ ○ 
景 観 ○ ○ 
廃棄物 工事に伴う副産物 ○ - - 
社会環境配慮 
用地取得・生活補償 ○ - 
非自発的移転 ○ ○ 
既設インフラに対する影響 
(道路、水路など) 

○ - 

 備考: “○”印の項目は、影響をおよぼす可能性があるものを示す。 

 

11.3.8 総合評価及び軽減策 

これら新放水路等の建設工事、また放水路設備における直接改変等による構造物存在がもたらす

影響については、表 11.3.3 に示す保全処置を実施することで概ね回避又は低減できるものと考える。

とりわけ、事業進捗に影響を与える可能性がある用地取得、住民移転への配慮・実施には慎重に対

処すべきである。 
 

表 11.3.3 軽減策概要 

影響要因 軽減策 

自然環境配慮 

工事の平準化 
工事車両の運行ルートの分散化 
建設機械の維持管理の徹底 

大気質 

法令順守のためのモニタリング活動 
汚濁水処理装置の設置ならびに監視 

水質汚濁 
法令順守のためのモニタリング活動 
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影響要因 軽減策 

河口部での潮止堰設置 
塩水遡上・塩類化 

上流からの放流で塩水遡上を防止 
地形・地質 現地踏査や文献調査による重要地形・地質の調査 

軟弱地盤での施工回避 
地盤沈下 

地下水位の監視 
工事着手前での重要種の確認調査 生態系  

(動植物) (存在した場合の)重要種の移植・保全 
施工ヤードや工事車両道路の適切な配置 

景観 
完成予定図等を示しての計画段階での住民との合意形成 

廃棄物 掘削土の汚染回避及び適切な処理 (可能ならばリサイクル) 

社会環境配慮 

パブリックコンサルテーション等を通じた影響住民との理解促進 
用地取得・生活補償 

影響住民の移転計画(RAP)作成、実施及びフォローアップ 
地域特性を反映させた移転計画(RAP)の作成 

非自発的移転 建設工事により移転対象住民の生活が不利益を受けないよう配慮す

る(例：インタビューによるフォローアップ) 
既設インフラに対す

る影響 
当該インフラを所轄する関係省庁との密な連携の構築 

 

11.4 プロジェクト評価の結果 

プロジェクト全体の費用は、洪水管理予算を超過すると考えられるので、最も費用効率の良いプ

ロジェクトの組合せを求めるべきである。提案のプロジェクトの組合せ 1 又は 2 は、SCWRM M/P
の費用の 40%以下となる。プロジェクト評価指標である EIRR は 25%以上であり、SCWRM M/P に

比べると非常に高い値である。 
タイの現行法によれば、バイパス水路や放水路は EIA 対象外になっているので、このプロジェク

トは EIA の実施及び国の承認を取る必要がない。他方、環境への影響はプロジェクトの建設工事が

環境影響をもたらす可能性がある。また、事業予定地に住む住民又は家屋が他所に移転を余儀なく

されることも考えられる。これらの状態を勘案すると、JICA 環境社会配慮指針に準拠する初期環

境調査（IEE）の実施が不可欠であると結論した。環境社会配慮の観点から、提案の事業は環境上、

社会上の厳しい有害な影響はない。ただし、工事の進行に影響する用地取得や住民移転には注意深

い配慮と対策が不可欠である。 
以上のことから、費用効率の良い提案の下記の事業組合せについて、政府は実施に向けて更に検

討を進めるべきであると結論付けられる。 

1) 既存ダムの運用効率化 
2) 外郭環状道路放水路（流量: 500 or 1,000 m3/s） 
3) 河川改修工事（含む：タチン川改修） 
4) アユタヤバイパス水路（流量: 1,400 m3/s） 
5) 洪水予報 

Note : バンサイのピーク流量は「組合せ 1」で 3,800 m3/s、「組合せ 2」で 3,500 m3/s と推定され
た。バンサイの 2011 年洪水時チャオプラヤ川の下流域（バンサイの下流）では越流被害
がなかったが、日ピーク流量は 3,900 m3/s が記録されている。このことから、流量
3,800 m3/s では、洪水による被害はないものとして、EIRR 及び B/C を計算している。
3,800 m3/s で被害が発生するとした場合、「組合せ 2」の EIRR 及び B/C は、「組合せ 1」
に比べ値が大きくなる可能性がある。 
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第12章 結論と勧告 

12.1 結 論 

調査団はタイ政府のチャオプラヤ川流域の洪水管理計画を見直した。政府の洪水管理計画は、

2011 年 12 月に水資源管理戦略委員会（SCWRM）が作成、本調査はこの政府のコンセプトを、レ

ーザープロファイラーによる精密な地形情報及び最新の知見を用いて、工学的且つ定量的に対策の

組合せを評価したものである。なお、2013 年 3 月に水資源・洪水管理委員会（WRFMC）が SCWRM
の計画を一部修正しているが、本調査で取得したレーザープロファイラーによる精密な地形情報な

どは用いておらず、充分な検討精度を有しているとは思えない。調査団による見直しの結果を以下

に要約する。 

不定流計算 

 潮位により影響を受ける下流域の流下能力を評価するために、本調査では、洪水追跡及び氾

濫解析に不定流解析を用いた。不定流は水位や流量などが時間的に変化する流れと定義され

る。チャオプラヤ川下流の河川流は潮位により影響され、河口に近い水位は潮位により強く

規定される。この現象（変動し続ける水位）を再現するためには、不定流解析の使用が不可

欠である。ナコンサワン（C2）からタイ湾の海岸線まで、河床勾配及び地表勾配はほとん

ど平坦であり、河川の流れ及び洪水の流れは河床及び地表勾配だけでなく、水面の水頭の差

に大きく支配される。 
 

 

図 12.1.1 潮位の影響 

 水位と流量との関係が無いので、水位流量曲線による流下能力の推定は困難である。チャオ

プラヤ川の最下流では、洪水規模に関係なく、水位は上昇しない。しかしながら、潜在的流

下量は、流下能力と同等であり、高水位の評価に使用している。 
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図 12.1.2 チャオプラヤ川の H-Q Plotting（氾濫なし） 
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河川流下能力に比べて大きな洪水流量 

 洪水災害管理を中心に、水資源・洪水管理に関する現状の調査及び評価を通して、チャオプ

ラヤ川流域の中央平原には、乾期には農業地域として活用され、雨期には自然の遊水地とし

て機能する広大な低平地・湿地があり、流域の住民は洪水と共存していることが明らかにな

った。氾濫の主な特徴の一つとして、河川流域からの潜在的な洪水流量は河川/水路の流下

能力よりかなり大きく、河川から氾濫原への洪水の移動は雨期には頻繁にある。更に、処に

よっては河川/水路の堤防は無いか又は低いので、氾濫水、地点降雨、残流域からの流入量

からなる氾濫原の溜まり水は容易に河川/水路に戻る。 

上記の通り、洪水氾濫及び洪水氾濫原からの戻り水により、ナコンサワンからタイ湾に向け

て設けられる大規模な放水路（流下能力 1,500m3/s）や貯留能力の小さな新ダム建設の洪水

制御効果は、下流域において低減する。 

 
 

図 12.1.3 河川/水路からの氾濫と氾濫原から河川/水路への戻り水 

Design High Water Level（DHWL） 

 洪水防御、氾濫制御、河道計画といった河川管理を効果的に実施するためには、DHWL の

設定が非常に重要である。河川流量や流下能力は堤防の高さに依存する。仮に上流域におい

て広範囲に築堤を行った場合、上流から下流へ流れる洪水流量は増加し、下流において氾濫

被害を引き起こす可能性がある。従って、河川の流下能力や河川沿いの土地利用、上・下流

の治水安全度のバランス等を十分に考慮し、DHWL を設定する必要がある。例えば、バン

コクは洪水災害から防御しなければならないため、堤防高を高くしなければならない。一方

で、自然地や農業地域を流下する河川では、堤防高は現状を維持すべきである。これは高い

堤防により河川氾濫を制御することで周辺の土地を自然遊水池として活用できなくなるた

めである。さらに、高い堤防の設置は灌漑用水の取水に障害となる。また、河口では、潮汐

を考慮して DHWL を設定しなければならない。河口付近の水位は洪水時においても潮汐の

影響をうけるためである。このような地域では、一端破堤がおきると無限ともいえる海水が

陸地に氾濫し、沿岸部に壊滅的な被害を与える恐れがある。 

 チャオプラヤ川河口から 0～90km 付近に位置するバンコク首都圏においては、洪水防御を

目的に BMA がパラペット堤を嵩上げする予定である。パラペット堤の高さはチャオプラヤ

川の既往最高水位を参考に設定されたと推察される。パラペット堤の高さは、下図の破線に

示すように階段状に設定されている。実際、河川の水面勾配は階段状になることはないため、

In low - middle basin, spilled water, local 
rainfall, and natural runoff from sub-catchment 
return to Chao Phraya River. 
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縦断方向の堤防勾配は水面勾配に倣って傾斜をつけることが望ましい。本調査で検討した

DHWL に基づき、バンコク周辺に設置するパラペット堤は縦断勾配をつけて設置すること

を提案する。 
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図 12.1.4 チャオプラヤ川河口部の DHWL の設定 

道路嵩上げの影響 

 2013 年 6 月末時点において、DOH および DOR によって優先防御地域の道路嵩上げが開始

されている。シミュレーション結果の Case0-0（現況）と Case0-1（道路嵩上げ事業完了後）

を比較した結果、道路嵩上げ事業によってバンサイ北西部に位置するラトゥ・ブア・ルアン

（下図の氾濫ブロック 14 を参照）の浸水深と氾濫ボリュームが大きく増加する。これは極

端な例ではあるが、盛土構造の高速道路や堤防兼道路といった連続構造物は、少なからず氾

濫状況に影響を与える。このため、洪水氾濫解析によって連続構造物の影響を調査し、連続

構造物によって洪水被害が拡大する場合は、必要に応じて対策をとらなければならない。 

 

図 12.1.5 LO14 における氾濫ボリュームの変化（道路嵩上げによる影響） 

優先防御地域内に設置されたポンプの排水能力 

 DOH および DOR による道路嵩上げ事業など、周囲堤の設置によって、内水氾濫が悪化する

可能性がある。これは、降雨が周辺に排水されず周囲堤内部に貯まり、浸水深が深くなるた

めである。チャオプラヤ川の下流域では、地形がほぼ平坦であるため、降雨は自然排水では
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なくポンプ排水によって河川や水路へ排水されている。本調査では、現在設置されているポ

ンプ排水能力 1,590m3/s が内水排除を行うにあたり十分な排水能力を有するかどうか検討を

行っている（主報告書第 10 章、10.2.12 内水対策を参照）。検討の結果、2011 年洪水規模

の内水氾濫に対しては、十分に対応できることが明らかとなった。ただし、これは優先防御

地域全体を対象に調査した概略検討結果であるため、別途、排水地域区分毎に詳細な内水対

策を検討することを提案する。 

洪水管理計画 

 タイ政府が取り纏めたマスタープランは、チャオプラヤ川流域の統合的・持続的水資源と洪

水管理の達成を目的にしており、提案している対策はある程度の洪水管理効果を持っている。

しかしながら、実施に当たっては、技術、経済、社会及び環境等様々な観点から、優先順位、

妥当性を検討すべきである。対策は構造物対策及び非構造物対策からなるが、対策によって

は実施に長期間を必要とするものもあり、計画期間内に目的・目標を達成する最適な対策組

合せについてその効果を考慮すべきである。 

 2011 年洪水時における既存ダムの運用は、ブミポンダムとシリキットダムが合計 120 億 m³
の洪水流量を貯留するなど、洪水災害軽減に極めて効果的であった。しかし、治水・利水の

観点から、既存ダム運用効率に向上の余地があることが明らかになった。本調査では、運用

の指標として、『Target Curve』と『Alert Curve for Drought』を提案している。『Target Curve』
は、利水のための目標となる貯留量であるとともに、治水面では、貯留量の上限を示す。

『Alert Curve for Drought』は、渇水年であるかの指標となる。『10% Probability』は、10
年に一回の渇水の危険性、『20% Probability』は 5 年に一回の渇水の危険性を意味する。 

7 月末までは、提案の『Target Curve』に従いダム貯水位を維持（流入水をそのまま放流）、8
月からダム放流量を最大でブミポンダム 210 m³/s、シリキットダム 190 m³/s として洪水流量

を貯留することを提案している。この運用を 2011 年洪水に適用した場合、ナコンサワン（C2）
の洪水ピーク流量を 400 m³/s 低減することが可能である。貯水量が提案の『Target Curve』
を下回る場合、流入水をさらにダムに貯留する。この時の放流量は環境維持を目的とする

最小放流量（ブミポンダム：8 m³/s、シリキットダム：35 m³/s ）以上とする。ダム運用は、

潅漑目的の水の供給と同時に洪水被害を最小化することを目的として、より柔軟な水資源管

理を行なうことが必要である。 

 チャオプラヤ川沿いには、河岸の本堤と背後地の灌漑水路沿い堤防道路の二線堤の 2 タイプ

の堤防があり、二線堤がチャオプラヤ川の洪水氾濫防止施設と考えられている。しかし、河

岸沿いにも多くの都市・集落が位置しており、二つの堤防の間には無数の人が生活している。

提案の治水施設実施後もチャオプラヤ中央平原の広い氾濫地域は残り、無数の人々が洪水と

共生することが必要である。氾濫管理地域の推進には、コミュニティベースの洪水災害管理

のような対策が不可欠となることが明らかになった。 

 本調査では、バンコク及び周辺地域をチャオプラヤ川の洪水から守る最適な対策の組合せと

して、(i) 効果的な既存ダムの運用、(ii) 外郭環状道路放水路の建設、(iii) 河川改修（タチン

川改修含む）の実施及び、(iv) アユタヤバイパス水路の建設を提案した。提案の対策は、技

術的、経済的に妥当であり、出来る限り速やかに実施することが望まれる。また、提案の洪

水災害管理の適切な実施には、土地利用規制などの非構造物対策が必要であり、これについ

ても早急な実施が望まれる。 
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提案の対策組合せは以下の通りである。 

 

(1) 提案の組合せ 1 

a) 既存ダム運用の効率化 

b) 外郭環状道路放水路（流量 500 m3/s） 

c) 河川改修工事（タチン川改修を含む） 

d) アユタヤバイパス水路（流量 1,400 m3/s） 

(2) 提案の組合せ 2 

a) 既存ダム運用の効率化 

b) 外郭環状道路放水路（流量 1,000 m3/s） 

c) 河川改修工事（タチン川改修を含む） 

d) アユタヤバイパス水路（流量 1,400 m3/s） 

e) 洪水予報 

(3) 他の非構造物対策 

a) 植林と森林回復 

b) 洪水予報 

c) 氾濫管理地域の土地利用規制 
 

 調査の結果として、調査後 RID が利用できるよう、調査で収集したデータは GIS データベ

ースを構築・整理している。 

 流域の水理解析モデル及び洪水解析モデル（MIKE 11、MIKE21 使用）として、新しい地形

データを組み込み、流出・氾濫モデルを開発した。洪水及び氾濫シミュレーションを、より

確度の高い洪水リスク管理に利用することが可能である。 

12.2 勧 告 

優先防御地域の洪水被害を避け、チャオプラヤ川流域の洪水リスクを軽減するために、タイ政府

は、チャオプラヤ川流域の総合的洪水管理計画の実施に係る下記について、速やかに対応を取るこ

とを勧告する。 

各論に入る前に、以下の点について特に勧告しておきたい。 

 本調査で取得したレーザープロファイラーによる精密な地形情報を関係組織に即刻配布し、

この情報を活用した検討をあらゆる組織・機関が行うべきである。この精密地形情報を用い

ずに行った提案は「絵に描いた餅」であり、チャオプラヤ川のような広大で極端な低平地で

は、工学的な意味を持たない。 

 本調査の不定流の検討で示されたチャオプラヤ川の河道や氾濫原の貯留効果は非常に大き

く、上流での放水路によるカット効果は下流に行くに従って漸減し、放水路の位置によって

は下流で殆ど効果が無いことも有り得る。上流でのカット効果は一律下流まで効果があるか

のような考えの下に、単純な水路、人工水路での不変流量の組み合わせのような洪水制御論

議は誤った施策を導くこととなり、厳に慎むべきである。 

 本検討で提示された感潮域の流下能力の検討手法は、これまでのバンコク周辺地域の河川管

理のあり方の根本にかかわるものであり、良く理解されたい。 
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洪水管理計画についての勧告 

 提案の利水・治水効果を考慮した既設ダム（ブミポンダム、シリキットダム）の効果的運用

計画を実施する。 

 提案の対策：タチン川を含む河川改修事業、外郭環状道路放水路（500 m³/s 又は 1,000 m³/s）、
アユタヤバイパス水路（1,400 m³/s）の F/S 調査の実施及び調査で提案した非構造物対策を

実施する。 

 事業実施の優先順位に関して、チャオプラヤ川上下流域の治水安全度を考慮する必要がある。

アユタヤバイパス水路事業のみを実施した場合、下流域の流量は約 300m3/s 増加し（解析結

果より）、下流域の洪水リスクが大きくなる。このことから、アユタヤバイパス水路事業完

成前に、外郭環状道路放水路を完成させることを強く勧告する。 

 氾濫管理地域の防御策を推進するために、(i) 2012 年に JICA が作成したレーザープロファイ

ラーデータをベースに、洪水氾濫原の正確なベース・マップを作成する、(ii) 洪水氾濫管理

地域について土地利用規制を制定、土地利用計画を策定する、(iii) 氾濫管理地域に必要な構

造物、非構造物対策、コミュニティベースの洪水災害管理を推進する、(iv) 情報、伝達及び

教育（IEC）の改善を通して、治水・利水に対する住民意識の向上を図る。 

 GIS データ及び河川解析モデルは、意思決定支援システム又は管理ツールとして有効であり、

チャオプラヤ川流域の水・洪水災害管理に効果的に活用するために継続的な維持・更新を実

施する。 



チャオプラヤ川流域洪水対策プロジェクト 主報告書
第１２章 結論と勧告

 

株式会社建設技研インターナショナル 
株式会社オリエンタルコンサルタンツ 
日本工営株式会社 
株式会社建設技術研究所 

12-7

 

水文データ観測システムについての勧告 

この調査において指摘する水文データ観測システムの課題を下表に示す。 
 

No. 課題 勧告 

1 

降雨観測所の不足及び不均一な分布 
本調査においてチャオプラヤ川流域で約700観測所

から降雨データを収集した。チャオプラヤ川流域で

は降雨観測所の密度は高くなく約 300 km2/箇所で

ある。加えて、多くの降雨観測所が不均一に位置し

ている。RID の大半の降雨観測所はナコンサワン

（C.2）下流の潅漑地域に集中している。 
適切な水資源計画の検討や洪水制御計画の確立、水

利用計画のためには、降雨観測所の増設、適確な配

置が必要である。 

なお、日本では均一の降水状況を示す降雨観測所の

理想的密度は 50 km2/箇所と考えられている。 

特に、パサック川流域、スコタイからナコンサワン間

など中流域に降雨観測所が不足しており、新たに設置

すべきである。 
降雨観測所は全国に均一に設置するのが理想的であ

る。当然のことであるが、山間部に高い密度で観測所

を配置するのは好ましい。 

 
降雨観測所の位置（2011 年時点） 

2 

観測間隔（水位観測所） 
洪水到達時間が長いことから、チャオプラヤ川流域

の降雨解析は日データを用いることで可能である。

しかし、感潮区域では毎時水位観測を実施すべきで

ある。感潮区域の水位は定期的に変動し、通常高/

低潮位は干満により一日 2 回起き、河川の流れを規

定する。2013 年 6 月時点において、TC.54、TC.12、
TC.22、TC.55 及び C.29A のテレメータ観測所で水

位の毎時観測が実施されている。しかし、大半の観

測所の観測データは誤差を含み、時間水位データは

利用不可であった。 

第一に、既存の毎時観測の水位観測所を維持修繕する

ことが必要である。 
河口からアユタヤ（河口から 141 km 上流）の河床勾配

は殆ど平坦で感潮区域であることから、少なくともア

ユタヤまでの区間においては、水位の毎時観測を実施

すべきである。 
同様に、感潮区域であるタチン川下流部においても水

位の毎時観測を実施すべきである。 

3 

洪水期の流量観測 
洪水時の水文データ取得は非常に重要である。特

に、河口に近い感潮区域の流量データが重要であ

る。毎時流量観測は ADCP（Acoustic Doppler Current 
Profiler）で実施することが望ましい。 

洪水期に感潮区域で ADCP による毎時流量観測の実施

を勧告する。 
現在の技術においては、ADCP による流量データ観測が

正確である。RID の ADCP による流量観測モニタリン

グチームは、観測活動を他の観測点にも広げるべきで

ある。 

4 

水位と流量を観測する新水文観測所の設置 
モデルを用いた洪水解析結果から、河川からの氾

濫、また、洪水氾濫原から河川への氾濫流戻りがナ

コンサワンからアユタヤ間で頻繁に発生すること

が明らかとなった。この現象を確認するために、水

位/流量観測をすべきである。 

洪水及び氾濫を制御するには、河川からの氾濫、また、

河川への氾濫流戻りの理解が必要である。そのため、

新しい水文観測所を設置すべきである。 
特に、チャオプラヤダムとナコンサワン間は水位観測

所が無いので、水文観測所が必要である。 
更に、支川流域からの流入は主流の流況に影響するの

で、Noi 川、Lop Buri 川及び Chainat Pasak 水路を含む主

要支川に於いて水位/流量観測を実施すべきである。 
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水文データ管理についての勧告 

水位、流量、降雨を含む水文観測データは、統合的水管理計画、洪水制御、潅漑計画等の確

立のための貴重な情報である。調査を通じて得られたデータ管理の課題を下表に示す。 
 

No. 課題 勧告 

1 

水文観測所の状況 
降雨観測所の位置（緯度/経度）が間違っている場

合が多くある。また、観測状況（観測中、観測終了

等）が不明であり、洪水防御及び他の関連プロジェ

クトの計画立案の際の障害となっている。 

全ての観測所について現地調査を実施、状態を把握、

正確な位置（緯度/経度）と標高を明確にするべきであ

る。RTSD が定めた first-class のベンチマークに基づく

RID の公のベンチマークを水文観測所の付近に設ける

ことが望ましい。特に、河口に近い観測所は、地盤沈

下により水位計の標高が低くなっている可能性があ

り、十分な注意が必要である。 

2 

データ収集システム 
データ収集システムに改善の余地がある。 
主に、RID Hydro Center は、管内の観測データ及び

情報を収集、整理し、それらを Web に公表している。

しかし、更新の頻度はHydro Centerによって異なり、

情報が常には更新されてない。また、新しいデータ

が、バンコク本部に送付されていない。 

観測データはバンコク本部で統合的に管理すべきであ

る。データ収集システムを見直し、データ収集の技術

上のガイドラインを作成、地方の Hydro Center に配布す

る。また、水文観測機器について定期的な維持作業を

実施すべきである。 

3 

品質管理 
観測データは、データ記録、機器の故障等による大

きな誤差を含んでいる。観測データは注意深く検証

する必要がある。 

観測データの高い精度及び信頼性を保つには、データ

を歴史的データとの比較及び近傍データとのクロスチ

ェックにより検証するべきである。 
データの品質管理のガイドラインを作成すべきであ

る。 

4 

洪水時の映像記録 
洪水状況に関する映像記録等、多くの情報は、洪水

制御計画等の策定に対して効果的及び効率的であ

る。 

洪水時の映像を記録・保存すべきである。これらの資

料は、河川の水理的動きを理解し、洪水防御計画を確

立するのに非常に有用である 
CCTV カメラを主要な水文観測所に設置、映像を記録、

保存し、関係機関と共有することが望ましい。RID 事

務所に近い河川の流れ状況について、少なくともビデ

オカメラ等で記録すべきである。 

5 

横断測量 
洪水防御計画、水資源等の水管理計画は、最新の河

川状況を考慮して検討すべきである。 

河川横断面は、河川改修工事、土地開発等によって変

化する。 

チャオプラヤ川下流域では、DOH 及び DOR が優先防

御地域周囲の道路堤防嵩上げを実施、これは洪水期の

流況及び氾濫条件に大きな影響を与える。 
従って、定期的に河川横断測量を実施し、河川形状の

変遷を確認すべきである。特に、深い河床低下が認め

られるチャオプラヤ川のノイ川合流点下流について

は、道路堤防完成後は、河床低下が更に発達すること

が予想され注意が必要である。 

 

チャオプラヤ川下流感潮区域の時間流量及び日流量について 

チャオプラヤ川下流感潮区域の時間流量及び日流量を明らかにすることを勧告する。2011 年

洪水時、バンサイの日ピーク流量は 3,900 m3/s が記録されており、チャオプラヤ川の下流域で

は越流被害がほとんど発生していない状況であった。チャオプラヤ川の下流域は潮位変動に支

配されており、この記録は H-ADCP（Horizontal Acoustic Doppler Current Profiler）による時間毎

の H-Q 自動観測を基にしている。しかし、バンサイ地点の河道幅が 500 m 以上あるにもかかわ

らず、この H-ADCP の最大測定範囲は 300 m であり、この記録が正しいかどうかは不明な状況

である。よって、チャオプラヤ川下流域の時間・日流量を明らかにするために、V-ADCP（Vertical 
Acoustic Doppler Current Profiler）による継続観測の実施を勧告する。潮位変動を踏まえた下流

域の時間・日最大流量観測結果は、洪水リスク評価に最も重要な値の一つとして有効である。 
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図 12.2.1 RID が使用している河川サーベイヤー M9（V-ADCP） 

 
なお、バンサイ（河口から 112 km）、TC12（河口から 59 km）、河口から 20 km 及び河口に於

ける 2011 年洪水時の日ピーク流量についてシミュレーションした結果（優先防御地域周囲の堤

防嵩上げ有り）は、それぞれ 4,300 m3/s、4,320 m3/s、4,440 m3/s、4,490 m3/s であった。このとき、

時間ピーク水位は、それぞれ 4.1 m MSL、2.9 m MSL、2.2 m MSL、1.9 m MSL である。TC12、
20 km 地点及び河口の既設パラペット壁の天端高はそれぞれ 3.0 m MSL、2.5 m MSL、2.0 m MSL
である。これは、河川水位は、Bangkok 周囲のパラペット壁の天端より低いことを意味してい

る（次頁以下の図参照）。 
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図 12.2.2 河口から 112km 地点（Bang Sai、C29A）の水位及び流量 
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図 12.2.3 河口から 59km 地点（TC12）の水位及び流量 
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図 12.2.4 河口から 20km 地点の水位と流量 
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図 12.2.5 河口の水位と流量 
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